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医療機関・薬局  審査支払機関  保険者  

≪これまでの取扱い≫  

紙のみ  

項多  

平成18年度中に電子媒体やオンラインを追加  

⑮  

≪これまでの取扱い≫   

紙又は電子媒体  

平成23年度からはオンラインのみ  

1．平成18年4月から、こ   

2 

に加えて、オンラインによる請求も可能としたとこ  の紙又I   

］〕 平成20年4月からは、段階的にオンライン請求に限定  

・病 院：規模、コンピュータの機能・導入状況により、20年度から（400床以上）、  

21年度から（400床未満）等  

・診療所：コンピュータの導入状況により、22年度から（矧二導入している診療所）、  

それ以外は23年度から  

・薬 局：コンピュータの導入状況により、21年度から（矧二導入している薬局）、  

それ以外は23年度から  

⊂2）平成23年4月からは、原員l  のレセプトがオンライン   
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住民基本台帳カード  

巧）日常生活での本人確認に使える。  
⇒写真付きのものは、公的な証明書として利用できる。  

（金融機関窓口、携帯電話契約時における本人確認）   

②市町村における本人確認に使える。  

⇒住民票の写しの交付や転入等の際の本人確認。  

全国どこでも住民票の写しが交付できる。  

転入転出手続きで窓口ヘ行くのは転入時1回だけ。  

③インターネットを使った電子申請での本人確認   

に使える（〕  

⇒電子申請に使われる電子証明書（公的個人認証サー  

ビス）の格納媒体になる。（例）eイaxでの確定申告   

ヰ市町村内でワンカード化。  

⇒証明書等自動交付、印鑑登録証、図書館カード等に  

（ICチップ部分のイメージ  

利用できる。   



住民基本台帳カードの記載事項等  

Ⅰ券面記載事項  住民基本台帳カード  

†l  

比 重   芝1  

v′ 土  －＝Ll二】  

（A）氏名、住基カードである旨、交付地市町村名、有効期限  

希望者はさらに  

（B）生年月日、性別、住所、写真 （→身分証明書）  

※ 券面に住民票コードは記載されません。  
住民基本舟板力一ド  

」＿†  

生■月□   ごト ÷′‥・ ′圭j′j・  

氏 名  三霞  
▼ ●  

し＿1F  

′き  ノ ーけIl二1トトゝ rl  ⅡICチップヘの記録事項  

公 共 施 設 予 約 A P  そ の 他 独 自 利 用 A P             l  

利用領域  ②公的個人認証令   

（卦 独自利用領域   

・利用者番号（≠住民票コード）など  

住民票コード  ・電子署名用の秘密鍵  

相互認証情報  
・電子証明書  

暗証番号  リiスワード  

住民基本台帳カードの交付の流れ  

＜主な作業項目＞  ＜主な作業内容＞  

・住民から住民基本台帳カード交付申請  
・本人確認（運転免許証など写真付きの官公署発行の免許証等で確認。これらがない場合は  

住民基本台帳カードを申請した住民の住所に照会書を送付し、後日、住民がその回答書及び  
本人確認書類（市町村の交付する敬老手帳など。写真なしで可）を持参することにより確認。）  

申請内容のチェック  
ニ重交付に該当しないかのチェック  

中請内容をシステムに登録  

② 申請内容の審査   

システムへの登録   

」 ＝＝L＿  

・住民基本台帳カード表面に氏名、有効期限等を印刷。身分証明書とする場合は、更に、住所  

生年月日、性別、写真を印刷。  
・カードICチップ内に住民票コード、相互認証情報等を記録。  

③カード券面印刷・  

lCチップヘのデータ書込  

■住民が住民基本台帳カードに暗証番号を設定。  
・暗言正番号の設定によりカード利用が可能になる。  

・即日交付でない場合、住民基本台帳カードを申請した住民の住所に照会書を送付し、  
窓口で住民の持参した回答書及び本人確認書矧こより本人確認し，   

く凡例＞〔⊃ 住民と粗員が窓口で行う作業  

口 轍員が行う作業  
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公的個人認証サービスの概要   

○ 成りすまし、改ざん、送信否認などのデジタル社会の課題を解決しつつ、電子政府・電子   

自治体を実現するためには、確かな本人確認ができる個人認証サービスを全国どこに住んで   

吐る．Uこ対しても安し＼費用で提供することが必要。  

→ 平成16年1月29日、公的個人認証サービスの提供を開始。  
（電子証明書の有効期間3年間、発行手数料500円）  

都道府県知事  
（サービスの運営主体）  

委任皿  異動等憎報   
の提供  

…ニ・ニーl＼  
電子言正明書の有効性を回答  

指定認証機関  
（証明暮発行・失効憎報管理機朋）  

住民基本台帳  
ネットワーク   

システム  

電子言正明書の有効性を照会  

・エー－・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・三－ニ！   

市町村窓口に設置   
されている端末へ   
基本4情報を提供  

〆y  
′〆   

市町村長（本人確認機関）  
■ ● ／■  

′∴●  

電子証明書交付   オ 〆ナ  
〆 電子申請  

電子証明書  
発行申請  

〆′  

．・√∵∵ご 住民基本台帳カードに  
rjlさ・こ∵ 電子証明書を記録  

住＿＿民  

※基本4情報 氏名、住所、性別及び生年月日。  
公的個人認証サービスでは本人性の確認に  
基本4情報を使用しているt  

公的個人認証サービスの特長  

1．厳格な本人確認   

・本人確認に基本4情報（氏名、住所、性別及び生年月日）を使用。  
・住民基本台帳ネットワークと連動して、毎日、失効情報を更新することにより、厳格な本人性の  
確認を実現。   

2．電子証明書の用途   

・主な用途は、国税の電子申告・納税システム（e一Tax）、自動車のワンストップサービス、  

不動産の登記等  

・法律の規定により、電子証明書の有効性を確認できる者（署名検証者）を現在は行政機関等、  
民間認証事業者に限定。   

3．サービス利用に必要な費用  

（電子申請を行う住民）   

・電子証明書の発行を申請する際に手数料（500円）を市町村窓口に支払う。   

・自宅のパソコン等で電子申請を行うには、ICカードリーダライタを別途、準備する必要。  

（失効情報の提供を受ける署名検証者）   

・情報提供手数料を指定認証機関に支払う。   

4．電子証明書の格納媒体   

・電子証明書は、一定のセキュリティを満たすICカードに格納可能。   

・現在使用されている格納媒体は、住民基本台帳カードのみ。   

5．二重発行の禁止   
電子証明書の二重発行を禁止している（法第6条）。   

6．電子証明書の発行状況   

平成19年9月末現在で、約27．6万枚。   



公的個人認証を活用するメリット  

個人情報資産を預かるシステムの認旺基盤として、公的個人認証には以下の刈ツトがある。  

◆「成りすまし」の防止により厳格な本人確認が可能  

セキュリティ面  

◆「改ざん」「送信否認」防止による高セキュリティ情報の取扱いに最遠  

◆公的主体（地方公共同体が自ら運営）による認証基盤として3年   

間の安定運用実績   

◆既存の基盤■法制度（公的個人隠駐法）の利活用による迅速なス   

タート  

運用面  

◆既存設備等（センタ、全国の市区町村窓口）が利用可能  

参考資料4  

医療機関や保険者等に個別管理されている情報を、希望する国民が自ら入手・活用  

できる仕組みを検討し、2010年頃のサービス開始を目指す。   

年金の画面例  

■、．  

′ 

塵l  
匡巨∈ほ計挿  
一電子行政  

＼   
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医療の画面例 臣 ▼dニ▲和 

r・【．占＿■   



現行の年金手帳・被保険者証について  

年金手帳  国喜正   検視保検者言正   雇用保険板保険者言正   

根拠規定  圧象  重刑2。簑   矢筈行規則読2G集   疋閂保恨法施行規則読10袈  

●年会や一環会の漬菜を㌻るときに手ナ会惜仁王 ●保〔芸宣湊ギ王黒幕て詰ナ豆を受；ナようとすろとき、保旺匡冶  ●葺で「三善、言責撮、認定の隈、市町‡・Ti：－提出  ●雇用保「三根保ド三者喜正の交付を学りた者が  
奉行所等に1呈示  ；エき完！の′雲ロに1差出  ー ■   ●  －         －＝   ■  

●介罠釜サービスを皇什ようとすちとき、事業者又は施設の   育となった場合に、睾貸主に指示  
●年会羊時封二ついこの相談を受けるとき【1打保】   ∵怒甘二提示  
宇土会保持モネ韓所等に‡屋示  ●退保卜三者の氏名及び本業新名称簑に変更のあったと  ■抵保恨者が他のも某所に転勤tノた土呂告や  

きちどに、宇土景保βヱネ顛戸言文は七塵取呆隈絹台に提出  ●布頂け文吉の氏専ら及び1主所等に妥乎のもニトナニとき二  氏名を変更し′／ニ場合に、軍票主に指示  

必要になる場合  市町‡lに提出  

ときに‡土会保険も葦所事ニI言出  ：〔司保】  ●櫨保恨育となったことの絃亡ごのごう未をしノ丁二  

●接保隠蓄の氏名及び世帯主の住所等に変更のあった  ●衡写懐古が捕保怪童の責接を芸文いこときに市町Hに  ときに、公共識見妄定所に提出  

・        ・一  三－    手古拙  

渾  

交付主体  宇土会保耶長官  合   市町村等   公共転業安定所長  

トー  

1厚生年金の被保横着  【催促】披保険者及び亨虔扶養者  
交付対象  ノ   被保隈苔  

夜長  

原則、住人単位  

交付単位   情人   ただL、簡保と1廷保組合においては、経過的に世帯単伎   の交付を詰めているところ′  怪人   

‾‘柵【】‾    【〔¶    】    ▼′ 
【国年】 1通常  「  ミ  
●策1号抜保険者は市町村に音枯取得届を ●串煮主が保恨壱に苦楼拍子考届を提出  ●65歳別i主による葺招取㈲こついては、市町ヰ寸へ  

提出                   ●被扶養者については．被保険者が1貰主を寅空白して  出不芸   ●完3号被保険者は、その酎昌壱が使用され保持芸者に被扶五斉届吾提出           ●他市町 村からの？元入による裔枯取†轟には、届出  

加入すろ相 

寓酬鵜世帯の世帯主又は組合鮒資格〔護憲葉菜琵慧芸吉野 交付手続  取絹届を市田†‡lに届出  

●事熟む什社会保恨事務所等に萬椿職待   （第2号披保懐古二・次のいすれか  

届を提出   ●保険者に要介言嘗（支援ノ言空走を申書声  

1  

●保険者に介ミ削呆険被保隈幕三正の交付を申≡ホ  

年金手帳   国言正   介護保険被保険者言正  雇用保険被保険者証   

・氏名  卜氏名   ・氏名  ・氏名  
・生年月巨  ・生年月日   ・生年月日  ・生年月巨  
・性別  巨性」 ・性別  

．  ・1主所  

・基そ定年含蓄号  ∴被保阪者記号番号   ・祇保持文書番号  祇保険者番号  
・交付年月日  ▼保険者番号   ・保検看番号こ保険者の名称・印 
・変更後の氏名し変更日 ・保険者名   ・交付年月E  

・交付年月日   ・要介亘豊状態区分等  
「国民年会の記録」吋  ・i守搾取碍年月E   ・認定年月E  

券面記飯事項  ・世買主氏名【国保】   ・認定の有効期間   
（（事）は自書）  ■被保口芸者の亨朋り・＋  ・被保既着氏名【脚呆・接続星舌の精舎のみ】   

■資格喪失日こヰ）  ・有効期限【屈保】   ・：サービスの種類とそのほ類文治限度基掌顎 
・貨桔の種別変更日′＋  ・事業所名称【堪保】   ・居宅サビス等における区分支縫破産基準峯雲                     ニ              ・：※バウチャーを発行する市釘付についてはパウチ1▼－  

・事業所所在地【髄保】   切り分け酢  
「厚生年金保険の記録一弾  保険者所在地【恨保】   ・認定案脊会の意見及びサ⊥ゼスのi垂章票の指定  
・や禁所名：事〕   上総付制限こ内容及び期間二1  

・事業所所在地く十 ト罵宅介護支援額業者又は介護予防支援＊芸者  

・責托取得年月日・十   
・音給電臭日：†）   ・介孟曇保険施設等i里矩・名称・：入退所年月日二  

媒体  組  織・ブラスチックカートICカード等   （※労賃1保険の介護補償給付等の受給者に ついてはその旨と常時介護・随詩介；琶の別を記載 

及びその事業者の名称（届出年月日 

紙   

ぁリ  適納の必要  なし   あり  
【二原則、生涯ひとつ 貞椿要失汚及び更新時：  ご資格喪失茸 なL   

有効期限   左し  あ小俣隠者により異なる）   なし   
‖       なし  

【鮎保】  
保隠者番号、穣保使者記号番号及び3情報こ氏名、生年  劉真者番号、襖保懐古番号と4惰絹偲名・住所・生年月  

被保険者餐格           基礎草食番号と4柏托、氏名、住所、生年月 月日、性肛】   尾用保隈破保隠者番号と3欄軋氏名、壬   
の管理方法  日、性3りニ  【国保】  

所、生毎月日、性別 日、†生別：  保ほ告番号、砥保使者記号竃号及び4情報：氏名、住       こ  
なし  

番号の変更   】「た抽ら 
胤生っの紺  〔妄妄ゝ票採譜凱輔二たとき∴ 

〕  い且」鮒市綜凋すると変更二：      〔諾b蓬崇譜至漂是認箸 
〕   

初占つて加入した年金利度尤■二共済年金制度の 共演加入者には、共演組合貞亘正等が交付されている  
鳩舎、その際には、年金手嶋は交イ寸されない  
チニだし、「塵窟年会番号通知言」を文†寸、 【働国家公務員】  

・世帯単位の交付  
・券面には、氏名・性別・生年月日・住所・葺桔取祷  

1  

備考  年月日t発行増関の所在地・保険者番号名称及ひ  

】  
・遥拝は紙  



現行の年金記録情報の提供方法について  参考資料6   

＼   年金加入記録照会・年金見込練試算  年金個人情報提供サービス   ※   
＼   年金見込蝕試算  

〔電子申請）   ユーザ1Dリくスワード）   ねんきん正朔便   
＼  ＼  

サービス提供者   社会保険庁   社会保険庁   社会保険庁   社会保険庁   

サービス利用可能看   公的年金利度加入者で   公的年金制度加入者   公的年金制度加入者   公的年金制度加入者   
〔老齢年金受給者を除く）   申込日現在50綬以上の方  共済組合等加入者を除〈 （平成21年4月から 

うニヰ土会保険庁HPから 1．公的侶人語証サービス又は日本語言正サー  1社会保険庁HPから、基そ定年含蓄号、氏名、  ○社会保険庁から社会保険庁で管t要してい  
ゐ堰年金番号、氏名、†生別、生年月日、住  ビス（抹：〉の「電子証明書」を取衛   性別、生年月日、住所等を入力し、「ユーザ  る住所に郵送  
所、現在加入している年金制短の別等を入  2．貰生労包省電子申請・届出システムから  旧り＼スワード」取得の申込  
力こ申込み 1■の電子証明雲を添えて申込み   Z社会保険庁から、社会保院庁で首Ⅰ空して  

いる住所にユザ【D・ハスウードを郵送  
閲覧・確認方法   う社会保険庁HPから、ユーザ】D・パスワード  

等吾入力して、利用   

●年金見込率   ●年金見込類   ●カロ入管監   【全年哀竺共通】  
共二斉組合等支給分は除外 共済場合等支給分は除外 加入制度、事某所名称、芸格取得・妥先年月  ●加入月数  

日、加入月数等 、入▼  
●加入】覆歴√加入制度、貴棉取得・講失年月  ●加入餞歴   ●保険料納付乾（被保険者負担分 

日、加入月数等 ●過去すべての厚生年金の標埜巧封月額及   
月敬等 ひ国民年金の保険料研付状況（納付、未納、  

免除等の別 未納、免除等の別 
※申込日現在50歳未満の方については 
加入尾登のみを回答  【特定年齢（35歳、45歳、58患）の方】  

●加入履歴  
加入制度、事業所名称、蒜格取得・喪失  
年月日、加入月数等 

閲覧・確証できる内容  ●過去すべての1芝生年金の標き相計月額  
及び国民年金の保険料納付状況（納付 
未納、免除等の別 

※平成21年4月から一定期間は、全年㍍  
の被保険者に対して、特定年㌍の方と  
同様の内容を送付  

【50虎以上の方】  

●将来の年金見込額  

【50最末端の方】  

●年金顧の早見表   

176．339件  327件  
929，741件  

利用件数  
〔 

ユ】ザ】D■パス 〕  
（平成18年度 （平成18年度）  

※ 平成19年12月～平成20年10月目途の間は、全ての年金受給者及び被保険者に対して、加入期間及び加入履歴を通知する「ねんきん特別便」を送付。  

現行の医療貴通知等について  

＼ 己  

医療費通知   レセプト（診療報酬明細書等）開示   
特定健診等の結果に関する情報  

（平成20年4月～）   介護給付費通知   
＼  ＼  

情報提供主体   医療保険者   医療保険者   医療保険者   介護保険者   

個人信幸摂の保；曇に蘭寸る法l車第25史  

閲覧一通知に係 る根拠法令  厚生労働省通知 等   行穀機爾の保毒する怪人情報の保撞に関する法4靂第14突 独立行淡法人等の保有するt召人憎雪琵の俣言蚤に関する法律第14条  

地方公共団体の個人情報保と筆条例  
厚生労働省通知   

揮懐廟保険加入者  

医療保険加入者のうち   ②丼が未成年又は成年披後見人の場合にお   40歳以上74歳以下の   介護保険被保険者のうち  

対象者      ける法定代理人 せ被保険者が死亡している場合は、その遺族        保険診療（調剤）を受けた者  医療保険加入者   サービスを受給している者   

毒  

保険者から通知   保険者に対してレセプト開示を請求   保険者から通知  
（頻度は保険者ごとに異なる）  

確認・閲覧方法  
とその頻度  

・診療報酬明細嵩等開示請求書  

還憲野漂謂 
保険者又は実施機関からの通知等  

〕  

介護給付費通知を実施している市町村  
・閲示謂求をされる方の本人確認ができる書類  の数は、全体の約50qも：平成18年度）＝  

平成22年度末までに実施率を100％  
とすることを馴乳   

内容は保険者ごとに異なる  開示請求（依頼）をしたレセプト   特定健診等の内容   内容は保険者二とに異なる  

〈例〉  なお、一般的な記載内容は以下のとおリ  

・該当期間にかかった医醸費の  
確認・閲覧  

・自覚症状及び他覚症状の有無の検査結果  ・サービス利用月  

・昆箕往歴の調査結果  できる内容  ・受診した医療機関名称  ・血液検査結果く肝機能・脂質・血糖）   ・サービスの種類  
・区分（入院又は通院日数）  ・尿検査結果  ・サービス利用日敷く回数）  

・特定保健指導lこ関する記富貴等  ・サービス費用総額  
・利用者負担額等   

利用件数   2．811万件   6．172件  
（平成18年度）   （i取管健保）   （取管艇保〕  

保険者数817  




